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第１部　総論

第１章　計画策定にあたって

第1節　策定の背景・趣旨

わが国の障害者福祉は、昭和56（1981）年の国際障害者年とそれに続く国連・障害者の10年をきっかけに大きく転換し、「完全参加と平等」をテーマとして、障害のある人も障害のない人と同じように生活し、活動できる社会をめざすノーマライゼーション※の理念のもとに推進されてきました。
平成5（1993）年には障害者基本法が制定されて、障害のある人の自立及び社会参加のための支援を総合的に推進することが目的として定められました。平成16（2004）年の障害者基本法の一部改正では、障害を理由とする差別禁止や障害者計画の策定義務化などが定められました。
さらに、平成14（2002）年の「障害者基本計画」の中では、地域生活を支援するための在宅サービスの充実、住まいや活動の場の確保、障害のある人の雇用・就業の確保に向けた取り組み等の基本的方向が示され、障害者施策の充実が図られてきました。
また、平成16（2004）年には発達障害者支援法が成立し、自閉症や学習障害などの発達障害のある人への支援の充実が図られることになりました。

茨城県においても、平成15（2003）年に「いばらき障害者いきいきプラン」を策定し、ノーマライゼーションと完全参加を基本理念として、保健・医療・福祉の充実、就労・生活環境の整備など９つの目標を掲げ、県全体としての総合的な施策を進めています。
近年の障害のある人を取り巻く状況は、社会全体の高齢化が進む中で、障害のある人や介助者の高齢化も進み、障害のある人の数も年々増加して、障害の重度・重複化、多様化が進んできています。また、障害のある人自身による自立した生活と社会参加への意欲も高まってきています。
本市ではこれまで、在宅福祉サービスの充実を中心として障害のある人や家族への支援を進めてきており、平成18（2007）年度には、前年の障害者自立支援法の成立にあわせて「桜川市障害福祉計画」を策定しました。今後はさらに障害のある人の地域生活や就労支援を推進していく必要があります。
本計画は、障害者基本法の本旨を踏まえるとともに、県の「いばらき障害者いきいきプラン」に基づき、本市の障害者施策を総合的かつ計画的に推進していくための基本方針として策定するものです。
	※ノーマライゼーション：障害のある人もない人も、同じ条件で生活ができるような環境づくりを進めていくこと。


第2節　計画の性格

桜川市障害者計画は、障害者基本法第9条第3項に定める市町村障害者計画に相当し、国の「障害者基本計画」や、県の「いばらき障害者いきいきプラン」に基づくものです。
また、本計画は、市の上位計画である「桜川市第１次総合計画」や、障害者自立支援法に基づく「桜川市障害福祉計画」その他の関連計画と整合性を図りながら策定したもので、市の障害者施策を進めていくための基本方針を示すものです。
第3節　計画の対象

本計画では、障害者基本法第2条に規定されている「身体障害、知的障害または精神障害があるため、継続的に日常生活または社会生活に相当な制限を受ける者」や、難病（特定疾患）、発達障害などのために、日常生活や社会生活において様々なハンディキャップがある人を対象とします。

第４節　計画の期間

桜川市障害者計画の期間は、平成20年度から平成26年度までの7か年とします。また、社会情勢の変化等に対応するため、必要に応じて計画の見直しを行います。
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第２章　障害のある人を取り巻く状況

１．人口・世帯数の推移
国勢調査によれば、市の人口は平成7年以降減少傾向にあり、平成17年には5万人を割り込んでいます。一方で世帯数は増加しています。また、人口構成は65最上の高齢者が増加し、15歳未満の年少人口が減少して、少子高齢化の傾向が顕著となっています。
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資料：国勢調査、平成17年は第1次基本集計（確定数）結果
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資料：国勢調査、平成17年は第1次基本集計（確定数）結果
２．障害者手帳所持者の推移
市の障害者手帳所持者は、身体障害のある人が約8割を占めています。また、身体障害のある人は平成18年に急増し、知的障害のある人及び精神障害のある人は、近年微増で推移しています。
[image: image4.emf]障害者手帳所持者の内訳（平成19年3月31日現在）
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資料：社会福祉課（各年3月31日現在）
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資料：社会福祉課（各年3月31日現在）

※知的障害者は、市外からの施設入所者を含む数。
３．障害者手帳所持者の内訳
平成19年3月31日現在における障害者手帳所持者の等級、また身体障害者手帳所持者の障害部位別の内訳は、次の通りとなっています。
■障害者手帳所持者の等級（平成19年3月31日現在）（人）

	身体障害者
	知的障害者
	精神障害者

	１級
	　572
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資料：社会福祉課
※知的障害者は、市外からの施設入所者を含む数。

■身体障害者手帳所持者の内訳（平成19年3月31日現在）　　（人）

	障害
	者
	児
	合計

	視覚障害
	117
	1
	118

	聴覚・平衡機能障害
	136
	9
	145

	音声・言語・そしゃく機能障害
	17
	0
	17

	肢体不自由
	906
	13
	919

	内部障害
	441
	3
	444

	合計
	1,617
	26
	1,643


資料：社会福祉課

４．その他障害者福祉に関する指標
■人的資源の状況（平成19年６月17日現在）　　　　　　　　（人）

	
	人数

	市内の障害者団体
	172

	民生委員・児童委員
	100

	身体障害者相談員
	7

	知的障害者相談員
	3

	市内の障害者関連団体
	463

	その他のボランティア
	30

	合計
	775


資料：社会福祉課

※その他のボランティアは、市社会福祉協議会の登録者、高校生ボランティア、生涯学習公民館講座受講状況からの概数。

※市内の障害者関連団体は、ボランティア連絡会加入16団体中の８団体。

■市内の障害者団体（平成19年４月22日現在）　　　　　　（人）

	団体名
	会員数

	身体障害者福祉協会
	93

	心身障害児（者）父母の会
	56

	聴覚障害者協会
	23

	合計
	172


資料：社会福祉課

※聴覚障害者協会は平成19年6月に設立。
■市内の障害者関連団体（平成19年3月31日現在）　　　　　　　　　　（人）

	団体名
	種別
	活動内容
	人数

	ふきのとう（絵手紙の会）
	知・児
	身のまわりを見てそこから生まれる感動を葉書に書き、人の心をつなぐ
	15

	朗読の会　虹
	知・児
	絵本の読み聞かせ・カーテンシアター
	10

	桜川生活学校
	身・知
・児
	障害児（者）支援のための各種手作り教室事業の開催
	38

	フラワーボランティア
	身・知
	花を栽培し、独居高齢者、障害者宅に届けながら安否の確認、相談活動
	13

	真桜会
	身・知
・児
	施設訪問・緑化運動等の福祉活動全般にわたる活動
	15

	福祉ボランティア「ゆりの会」
	身・知
・児
	子育て支援、障害者、高齢者支援、環境保護関連まで総合的な福祉活動
	10

	桜川市赤十字奉仕団
	身・高齢
	独居高齢者食事サービス、献血事業、美化クリーン作戦に協力
	312

	ＭＴクラブ
	身・知
	水泳指導を通じての障害児（者）等のリハビリ等の支援活動
	50

	合計
	463


資料：市社会福祉協議会
※種別は、身（身体）、知（知的）、児（児童）、高齢の活動別の状況。人数は、各団体の会員数。
■市内施設等の障害者関連専門職（平成19年3月31日現在）　　　　（人）
	　
	上の原学園
	上の原学園成人寮
	紫峰厚生園
	真壁厚生学園
	真壁授産学園
	桃香園
	市市社会福祉協議会
	合計

	栄養士
	2　
	1　
	1
	1
	2
	1
	－
	8

	管理調理師・調理師
	1　
	2　
	2　
	5
	4
	5　
	－
	19

	看護師・準看護師
	－　
	1　
	1
	1
	1
	4
	－
	8

	知的障害者支援専門員
	－　
	－　
	－　
	2　
	2
	－　
	－
	4

	社会福祉主事
	8　
	13　
	11　
	14　
	15
	2
	－
	63

	社会福祉士
	1
	4
	－
	1
	－　
	－　
	1
	7

	介護福祉士
	－　
	1
	1　
	1
	－　
	14
	1
	18

	居宅介護専門員
（ホームヘルパー）
	－　
	－　
	－　
	9　
	8
	16
	5
	38

	事務職
	2　
	2　
	3
	3
	2
	2
	－
	14

	その他
	10　
	7　
	4
	5
	2
	－　
	3
	31

	小計
	24
	31
	23
	42
	36
	44
	10
	210

	資料：社会福祉課

※その他は、ケアマネジャー、養護教諭、保育士、スポーツ指導員など。職種は同一人重複有り。


■各種手当の受給状況（平成19年3月31日現在）　　　　　　　　　　　（人）

	手当等名
	受給対象
	受給者

	特別障害者手当
	在宅で著しく重度の障害があるため、日常生活に常時特別の介護が必要な方（20歳以上）
	30

	障害児福祉手当
	在宅で著しく重度の障害があるため、日常生活に常時特別の介護が必要な方（20歳未満）
	16

	経過的福祉手当
	国民年金法改正以前の福祉手当受給者で、障害基礎年金を受給できない方の救済のため、旧法による福祉手当を支給
	6

	在宅障害児福祉手当
	心身に障害のある在宅の20歳未満の障害児の養育者
	49

	特別児童扶養手当
	障害のある20歳未満の児童を家庭で養育している父母等の養育者
	61

	心身障害者扶養共済年金
	保護者が死亡または身体に著しい障害を有することになった心身障害者（児）
	18


資料：社会福祉課

第３章　計画の基本理念・目標

第1節　計画の基本理念

桜川市第１次総合計画・基本構想では、まちの将来像に「伝統と豊かな自然に恵まれた田園文化都市　～やすらぎのまち　桜川～」を掲げ、「自治」「安心」「育成」「調和」「自立」の基本理念に則り、次の5つの基本政策を示しています。

（１）市民と行政による豊かな地域の自治づくり

（２）安心とやすらぎのある健康福祉社会づくり

（３）豊かな心と生きがいを育む教育・文化環境づくり

（４）快適で潤いのある生活環境づくり

（５）魅力と活力のある産業社会づくり

本計画では、市の将来都市像と上の５つの基本政策を推進し、ノーマライゼーションと完全参加の社会を実現するために、
“ともに生きる地域社会の実現をめざして”

を基本理念として、本市の障害者福祉を推進して参ります。
第2節　計画の基本目標

本計画に掲げた市の障害者福祉の基本理念を具体化していくために、次の７つの基本目標を定め、各施策・事業を推進していきます。
[image: image6.emf]５　福祉の充実・権利擁護の推進

６　人にやさしい生活環境の整備

７　計画の推進
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第3節　施策の体系
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１．公共交通サービスの確保

３．デマンド交通の導入検討

福祉施設の整備

権利擁護の推進

人 に や さ し い

生 活 環 境 の 整

備

バリアフリーの推進

１．人にやさしい市街地の整備

計画の推進

３．社会福祉施設等の安全確保

福 祉 の 充 実 ・

権 利 擁 護 の 推

進

生活の安定と向上

計画の点検・進行管理

移動支援の充実

３．情報バリアフリーの推進

防災・防犯対策の充実

１．災害時対策の強化

４．防犯対策の推進

２．防災知識の普及・啓発

国・県・近隣市町村との連携

協働・連携による計画の推進

２．市営住宅の整備

１．年金・手当制度の周知

２．経済的負担の軽減

３．各種助成制度の充実

障害福祉サービスの充実

（桜川市障害福祉計画）

１．訪問系サービス

２．日中活動系サービス

３．居住系サービス

４．その他の障害福祉サービス

庁内推進体制の整備

５．地域生活支援事業

２．福祉タクシー利用の助成



第２部　各論

第１章　障害への理解と助け合いの促進
第1節　障害への理解・福祉意識の高揚
【現状と課題】

障害のある人の地域生活における自立を支援し、障害のある人もない人も地域でともに生きるノーマライゼーション社会を実現していくためには、障害のある人にとっての「バリア」をなくしていくとともに、市民のいっそうの理解が不可欠です。

障害のある方々にとって、「バリア」は段差や階段などのハード面だけでなく、外見からは分りにくい障害（内部障害や精神障害など）のため、一般の方から誤解を受ける「目に見えないバリア」があったりします。

市では、障害のある人に対する理解を進めるための広報・啓発活動をはじめ、地域福祉活動への市民参加の促進、小学校・中学校における交流教育や福祉施設との交流、高校でのボランティア活動への支援などを行ってきました。
平成18年度に行った計画策定に伴うアンケート調査（以下「平成18年度アンケート調査」という。）では、障害のある人と接する機会のある市民は少なく、「障害のある人に対する住民の理解促進」への要望もみられることから、広報・啓発活動によるさらなる理解の促進、地域で支える福祉意識の向上を図っていく必要があります。
【施策の体系】

[image: image8.emf]障害への理解・福祉意識の高揚
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3．広報・公聴活動の推進
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【施策の基本方針】
１．理解・啓発活動の推進

ノーマライゼーションと完全参加への市民意識の高揚と、障害のある人への理解を深めるため、「障害者週間」（12月3日～12月９日）や市民祭での絵画展等の実施など、イベントその他のあらゆる機会を利用して、市民への啓発活動に努めます。

２．障害についての理解の促進
身体障害や知的障害への理解とともに、外見から分かりにくい内部障害や精神障害、発達障害などについて正しい知識の普及・啓発により、障害についての理解を促進し、障害のある人への偏見や誤解を解消していくように努めます。
※障害には、身体障害、知的障害、精神障害、発達障害などがあり、それぞれの障害によって、障害の状態も多様であり、いくつかの障害が重複している人もいます。

	身体障害
	視覚、聴覚又は平衡機能、音声機能、言語機能又はそしゃく機能、肢体不自由（上肢・下肢・体幹機能）、内部機能（心臓、じん臓、呼吸器、 ぼうこう、直腸、小腸、免疫機能）に障害がある人。「身体障害者手帳」が交付される。

	知的障害
	知的機能の障害が発達期（概ね18歳まで）にあらわれ、日常生活に支障があるために、何らかの援助を必要とする人。療育手帳が交付される。

	精神障害
	統合失調症（精神分裂病）、アルコールや薬物依存、その他の精神疾患がある人。本人の申請により「精神保健福祉手帳」が交付される。

	発達障害
	自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害があって、その症状が通常低年齢において発現するものを有する人。


３．広報・広聴活動の推進
福祉窓口での情報提供や市報、ホームページの整備により、障害者福祉に関する各種施策・サービスの周知を図るとともに、障害のある人やその家族などの声を施策に反映させていくため、広報・広聴活動の充実に努めます。
４．福祉に関する生涯学習の推進

市民や地域との連携の中で、市民の多様なニーズに応じた講座やイベント等を開催し、福祉をはじめとする各種の生涯学習講座の充実を図ります。
５．福祉教育の推進
児童生徒の障害のある人に対する理解を深めるため、市社会福祉協議会との連携により、小学校・中学校での手話教室や福祉体験活動などへの支援、福祉施設との交流活動、高等学校での福祉ボランティア活動への支援に取り組みます。

【事業実績】

	事業内容
	開催数

	障害者福祉に関する講演会
	２回／年


※市内の小・中学校で各1回の開催。
第2節　地域福祉活動の推進

【現状と課題】

核家族化や都市化が進み、家族や地域の相互扶助の機能が低下していることから、市民の地域福祉への意識を高め、ボランティア活動等の活性化により互いに支えあう地域社会づくりが求められています。

市では、ボランティア団体への支援や団体活動のコーディネート※、障害のある人自身の活動への参加促進など、精神障害者地域生活支援センター※に講師派遣を依頼し、精神保健ボランティア研修会を開催するなどボランティア活動の振興に努めています。また、生活支援のための自助グループの支援、福祉・保健・医療のニーズに対応できる必要な人材の確保と養成に努め、地域福祉活動を推進しています。

市のボランティア連絡会には、平成19年３月現在で16団体が加入していますが、福祉に関するボランティア活動の活性化がこれからの課題となっています。ボランティア活動の推進に際して、事故や問題が発生した場合の対応についても検討していく必要があります。
平成18年度アンケート調査では、約3割の市民が福祉関係のボランティア活動に意欲を示しており、してみたいボランティア活動は、「障害のある人の交流イベントなどの手伝い」、「相談や安否確認」、「社会福祉施設などでのお手伝い」などの割合が高くなっていました。また、ボランティア活動に必要な条件は、「活動についての十分な情報提供」、「一緒に活動する仲間がいること」、「身近な地域で活動できること」となっており、これら市民の意向を反映させるため、今後も地域福祉活動への市民参加を促していく必要があります。

【施策の体系】
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	※コーディネート：仕事の流れを円滑にするために調整すること。

※精神障害者地域生活支援センター：精神障害のある人や家族を対象に、日常生活上の相談や情報提供、生活面での支援、精神障害について地域の人々の理解を深めるための啓発活動、地域交流事業などを行う。


【施策の基本方針】
１．福祉団体等の育成・支援
それぞれの地域で、福祉に関する相談や課題解決のための手助けを行う民生委員の活動を支援するとともに、地域のボランティアや障害者団体の育成・支援を行い、活動基盤の充実を図ります。
また、ボランティア個人やボランティアグループなどに対し、ボランティア活動中のケガや賠償事故を補償するため、全国社会福祉協議会が運営しているボランティア活動保険について周知を図ります。

２．福祉ネットワークの構築

障害者団体をはじめ、ＮＰＯ、ボランティア等の各団体相互の交流やネットワークの構築を図り、地域における福祉活動の活性化を図ります。

３．福祉人材の発掘・育成
地域における福祉活動を推進していくためのリーダーや、ボランティア等の人材の発掘や育成とともに、それらの人々が活動しやすいよう条件整備に努めます。
【数値目標】

	
	現状値
	目標値（平成24年度）

	福祉ボランティア団体登録人数
	775人
	830人


※現状値及び目標値は桜川市第１次総合計画による。

第２章　保健・医療の充実

第1節　早期発見・早期療育の充実

【現状と課題】

知的障害や発達障害については、乳幼児期に発現する場合が多いため、乳幼児健康診査などでの徴候の早期発見と、その後の適切な対応により、早期に治療や療育に結び付けていくことが重要です。

子どもの障害の早期発見・早期療育について、市では、妊婦の健康管理の支援をはじめ、乳幼児健康診査の充実、発達相談や「ことばの教室」等の実施による健診後フォローに努めてきました。また、県立下妻養護学校では、運動機能に不安のある就学前の子どもと、その保護者を対象に、「ふれあい教室」を開催するなど連携して対応を図っています。

今後も、関係機関と連携し、身近な地域で適切な療育※が受けられる体制の整備に努める必要があります。

早期に障害が発見された場合などに、適切な療育機関へ結びつかなかったり、保護者へのフォロー等の支援体制が十分でなかったりする場合があり、保健・医療の機関等との連携により、早期に適切な療育・支援につなげる体制を整備していく必要があります。
【施策の体系】

[image: image10.emf]　（１）ことばの教室

　（２）障害児への発達相談・支援

早期発見・早期療育の充実

２．健診後フォローの充実

３．児童虐待防止対策の充実

１．妊婦・乳幼児健康診査の充実


	※療育：障害のある児童のために行う医療と保育、養育のこと。


【施策の基本方針】

１．妊婦・乳幼児健康診査等の充実

妊婦・乳幼児の健康診査を適切な時期に実施することにより、疾病や発育・発達面の異常の早期発見と相談・指導の充実に努めます。
【事業実績】　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成19年3月現在）
	事業内容
	対象者
	受診者
	受診率

	１歳児健康診査
	318人
	282人
	88.7％ 

	１歳６か月児健康診査
	361人
	326人
	90.3％ 

	３歳児健康診査
	365人
	318人
	87.1％ 


※資料：平成18年度桜川市次世代育成支援行動計画実施状況報告。
２．健診後フォローの充実

言葉や発達の遅れが見られる児童とその保護者を対象に、発達相談や「ことばの教室」等を充実し、早期の治療や療育に向けた適切な対応に努めます。
（１）ことばの教室
ことばの遅れや情緒面で落ち着きがないなど、精神発達及び心理面で経過観察が必要な児童と保護者を対象に、遊びを通しての適切な支援に取り組みます。

【事業実績】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成19年3月現在）

	事業内容
	参加人数（延べ）
	実施回数

	ことばの教室（個別）
	22人（117人）
	年12回

	ことばの教室（集団）
	13人（175人）
	年21回


※資料：平成18年度桜川市次世代育成支援行動計画実施状況報告。

（２）障害児への発達相談・支援

障害児とその保護者を対象に、個別指導による「言葉の相談室」や、集団指導による「発達教室」を実施し、個々の状況に応じた相談・支援を充実していきます。

３．児童虐待防止対策の充実

新生児訪問や、児育児相談等を実施し、育児不安からくる虐待の早期発見・予防の充実を図ります。
第2節　保健の充実

【現状と課題】

人口の高齢化により、疾病構造が変化し、生活習慣病や疾病による障害発生の割合が高くなってきています。
平成18年度アンケート調査においても、先天性の病気や出生前の原因以外に、「脳血管疾患」、「糖尿病」、「その他の疾患」など生活習慣病その他の疾病によるものが障害発生の大きな要因となっていることから、今後はその予防対策を推進していく必要があります。

市では、特定健診・特定保健指導強化推進事業などによる疾病予防と生活習慣の改善、健康づくりに関する意識啓発、高齢者の介護予防事業などに取り組んでいるほか、精神障害の予防対策としての「こころの健康相談」、難病患者自主グループへの支援や難病ふれあい教室の開催等を行ってきました。

障害の重度化・重複化が進んでいるなかで、多様なニーズに対応できる保健サービスの充実を図っていく必要があります。
【施策の体系】
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【施策の基本方針】

１．相談・保健指導の充実

医療機関など地域の関係機関と連携し、障害のある人の家族を含めた相談や健康管理などの保健指導を充実していきます。

２．生活習慣病予防の推進

生活習慣病予防のためのメタボリックシンドローム※を対象とした特定健康診査・特定保健指導に積極的に取り組み、障害の原因となる疾病の早期発見と予防対策を総合的に推進します。
３．介護予防の充実

概ね65歳以上の市民を対象に、転倒骨折予防教室（生活指導、運動、機能訓練等）や高齢者食生活改善事業等を充実し、高齢者の寝たきり予防や認知症の予防に努めます。

４．精神保健の充実
「こころの健康相談」を充実し、家庭や職場などでの人間関係や悩みごと、不安やストレス、精神疾患や福祉制度などの相談への対応を図ります。
５．難病患者等への支援
医療機関など地域の関係機関と連携し、難病患者やその家族、また高次脳機能障害を抱える人の支援体制の確保を図ります。
また、難病患者自主グループへの支援や、難病ふれあい教室等の開催により、難病患者への支援を充実していきます。

	※メタボリックシンドローム：内臓脂肪型肥満によって、さまざまな病気が引き起こされやすくなった状態。


第3節　医療及び医学的リハビリテーションの充実

【現状と課題】

障害の軽減を図るとともに、障害のある人の自立と社会参加を促進する上で、医療及び医学的リハビリテーションの役割は非常に重要です。

医療について、市では、近隣医療機関の協力を得ながら、障害に応じたよりよい医療の確保に向けた環境づくりや、難病患者への適正な医療の確保に向けた支援、障害のある人の緊急医療体制の整備に努めています。また、障害の軽減または機能の維持向上を図るため、各機関におけるリハビリテーション実施体制の拡充を図っています。

救急医療に関しては、障害のある人の急病などに際して、搬送先が分からなかったり専門的な医師がいなかったりする場合もみられることから、障害のある人の状況や搬送先についての想定も踏まえた体制の確保が求められています。

二次障害の発生予防や、障害の重度化を防ぐために、今後も継続して受診することができる医療体制を充実していく必要があります。

【施策の体系】
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【施策の基本方針】

１．自立支援医療※の給付

自立した日常生活や社会生活を営むために必要な医療として、自立支援医療を給付し、心身の障害の軽減を図ります。
※自立支援医療（育成医療・更生医療・精神障害者通院医療）について桜川市障害福祉計画に定める。

２．緊急医療体制の整備

関係医療機関との連携による緊急医療体制の整備により、休日や夜間に、緊急に医療を必要とする障害のある人に対する医療の提供を図ります。
３．リハビリテーション医療の充実

関係医療機関と連携し、障害のある人の障害の程度やライフステージに応じたリハビリテーション医療の充実を図ります。

※「自立訓練（機能訓練・生活訓練）」について桜川市障害福祉計画に定める。
第３章　保育・療育・教育環境の整備
第1節　障害児保育・療育の充実
【現状と課題】

少子化が進む一方で、障害のある幼児が増える傾向にあり、障害の重度化を防ぐためには、早期発見から円滑に療育につなげていくことが大切です。そのためには、療育環境のいっそうの充実を図るとともに、保護者に対しても適切な相談支援を行っていくことが求められています。
市では、保育所、幼稚園での障害児の受け入れ態勢の整備に努めており、市内すべての保育所（公立4箇所、私立１箇所）、幼稚園（公立3園）で、集団生活が可能な障害児については毎年受け入を行っています（下妻市の私立保育園で障害児の預かりを行っており、そこに市内から通っている人もいる）。
今後は、地域の関係機関が連携して、在宅の障害児とその保護者を対象に、専門的な相談・支援を行い、地域生活を支えていくための地域療育を推進していく必要があります。
【施策の体系】
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【施策の基本方針】
１．保護者への相談支援の充実
障害や発育の遅れが認められる子どもが、早期療育により状態の改善を図ることができるよう、保護者への相談支援を充実し、早期療育への理解を促していきます。

２．障害児保育の充実

障害児が適切な保育を受けることができるよう、保育園での受け入れ態勢を充実し、障害のない子どもと一緒に保育することで、健全な発達を促していきます。
３．地域療育の推進
在宅の障害児とその家族を対象に、専門的な相談・支援の体制を充実し、安心して暮らしていくことができるよう地域療育への支援を充実していきます。
第2節　学校教育の充実

【現状と課題】

障害児の可能性を伸ばしていくために、一人ひとりの教育的なニーズに応じた相談・支援を、早期から進めていく必要があります。
市内の小学校・中学校では、適切な就学のために必要な情報提供、就学中の相談体制の充実、専門性を有する教諭の配置など、障害児への指導の向上や相談、指導の充実に努めてきました。また、近隣（筑西市、下妻市）の養護学校と連携しながら、保護者を対象とした相談も実施しています。

近年では、従来の知的障害や身体障害に加えて、自閉症、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥／多動性障害（ADHD）、高機能自閉症等の発達障害のある児童生徒への支援のあり方や、支援体制の整備が課題となっています。

また、平成18年度アンケート調査では、「通うのが大変である」、「学童保育が利用できない」、「先生の理解・配慮が足りない」、「友達ができない」などの課題が挙げられており、その子どもの障害や特性にあった教育指導の充実や、放課後の居場所づくりなどを進めていく必要があります。

平成19年度から実施している特別支援教育では、以前の特殊教育の対象となる障害だけでなく、発達障害のある児童も含めて、地域の通常学級で学習することを前提に、必要に応じて特別な支援を行う学習の場を提供しています。

本市では、特別支援学級を設置している小・中学校が13校あり、また、ろう学校や養護学校（特別支援学校）に通学している児童・生徒もいます。

【施策の体系】
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【施策の基本方針】
１．就学相談・指導の充実

保護者が就学前の早い時期から就学相談を受けることができるよう、相談機会・相談場所の拡充を図ります。また、就学指導委員会※による障害児一人ひとりに応じた就学指導を充実していきます。

２．特別支援教育の充実
障害のある児童生徒一人ひとりにあった個別支援教育計画により、適切な指導を進めていきます。また、特別支援教育コーディネーター※を中心に、組織的かつ効果的な支援ができる校内体制をつくっていきます。

（１）特別支援学級児童生徒事業

障害のある児童生徒に配慮した教室の改造や備品を整備していきます。また、将来的に一般社会に適応できるよう、適切な指導を進めていきます。

※平成19年度より、学校教育法の改正により特別支援教育が開始された。

３．交流及び共同学習の推進
障害のある児童生徒とない児童生徒が、互いに触れあい理解を深めるため、交流及び共同学習を積極的に進めていきます。

４．教職員の理解の向上
教職員に対し、個々の障害や特性にあった適切な支援の方法を身につけるための研修や、教員の教育相談に関する専門性の向上を図るための研修を充実していきます。

	※就学指導委員会：障害があるために、特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒に対し、適切な就学を支援するために置かれる教育委員会の中の組織。
※特別支援教育コーディネーター：特別な配慮を必要とする児童生徒のための支援を学校全体で効果的に推進するために、校内及び関係機関との連携・調整を行う教職員のこと。


第４章　就労・社会参加に向けた支援の充実
第1節　就労支援の充実
【現状と課題】

障害のある人が社会と関わりを持ち、充実した生活を送るためには、就労や地域活動への参加が重要となります。

「障害者の雇用の促進等に関する法律」により、民間企業、国、地方公共団体は、それぞれの法定雇用率に相当する人数以上の障害者を雇用しなければならないことになっています。しかし、法定雇用率を満たす事業者はまだ少なく、障害のある人が働く意欲と能力があっても就業に結びつかない状況となっています。

障害福祉計画では、障害のある人の自立支援の観点から、就労支援のため地域での基盤整備を進めることになりました。

市では、ハローワークや障害者雇用センターとの連携により、就労に関する情報提供や相談支援を行うほか、企業に対する法定雇用率達成に向けた働きかけ、地元商工会と協力しての就労先の確保など、障害者雇用の拡大に向けた取り組みを進めています。また、一般就労が困難な障害のある人に対しては、福祉的就労の場の拡大などに努めています。

平成18年度アンケート調査で、現在就労している障害のある人は、常勤、自営業、パート、作業所等をあわせて２割未満となっており、未就労者のうち今後何らかの就労を望んでいる人が約1割となっていました。
障害のある人の地域での自立を支援していくために、雇用者への理解・啓発と、就労の場の確保に努めていく必要があります。
また、福祉的就労の場として、就労継続支援を行う施設や地域活動支援センターの充実を図る必要があります。
【施策の体系】
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【施策の基本方針】
１．障害者雇用の普及・啓発
ハローワーク、障害者雇用支援センター等の関係機関と連携し、企業や事業所、市民に対し障害者雇用促進の啓発活動を推進します。
２．福祉的就労への支援

障害のある人が、働くことに生きがいを感じ、生活の質の向上につながるよう、企業や事業所等と連携しながら、一般就労に向けた訓練的な就労（就労移行支援）や就労継続支援の事業を推進します。
※「就労移行支援」、「就労継続支援（雇用型・非雇用型）」について、桜川市障害福祉計画に定める。
３．市役所の法定雇用率※の遵守

「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、本市役所における障害のある人の法定雇用率を遵守していきます。
【数値目標】

	
	現状値
	目標値（平成26年度）

	市役所の法定雇用率
	2.1％
	2.1％


※現状値は、平成19年12月1日現在。
	※法定雇用率：民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞれ以下の割合（法定雇用率）に相当する数以上の身体障害者又は知的障

害者を雇用しなければならないこととされている。 

[image: image16.emf]官公庁 教育委員会 特殊法人等 民間企業

法定雇用率 ２．１％ ２．０％ ２．１％ １．８％


※ハローワーク筑西によれば、一般企業については自治体ごとの法定雇用率の集計は公表していない。


第2節　学習・文化活動の推進
【現状と課題】

障害のある人の地域生活を豊かなものにしていくためには、地域の人々とのふれあいや、同じ障害のある人同士が交流する機会を持つことが重要です。
市では、障害のある人の参加に配慮した文化振興施策の充実を図るほか、障害のある人とない人が地域の中で気軽に交流できるようなふれあいの場づくり、イベントや趣味の講座などの機会の創出に努めていますが、施設などのバリアフリー化が課題となっており、対応が求められています。
精神保健デイケアでは、精神ボランティアの協力を得て、福祉センターや体育施設等の公共施設において、創作活動や環境美化運動、畑仕事、調理実習、スポーツなどの活動を通し、社会復帰、生活自立に向けた市民との交流を図っています。

平成18年度アンケート調査（3障害）では、今後市が重点的に進めるべき施策として「芸術・文化活動の充実」への要望も見られ、今後も更なる参加機会の拡充を図っていく必要があります。

【施策の体系】
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【施策の基本方針】
１．図書館・文化施設の整備
図書館・文化施設の整備を進めるとともに、障害のある人も利用しやすいよう既存施設を活用した機能拡充を図り、市民の生涯学習・文化活動の拠点づくりを進めていきます。
２．文化・芸術活動への意識啓発
各種広報活動や生涯学習情報の提供、文化講演会等の開催などにより、障害のある人の学習・文化活動に対する意識啓発を図ります。
３．生涯学習・文化活動への支援
障害のある人が積極的に学習活動に参加できるよう多様な学習ニーズに応えられる学習機会を提供するなど、学習活動の支援に努めます。
※「芸術・文化講座開催等事業」について障害福祉計画に定める。

第3節　スポーツ・レクリエーション活動の充実

【現状と課題】

スポーツ・レクリエーション活動について、市では、すべての市民が生涯を通じ、各自の年齢や体力に応じてスポーツ活動を行う「生涯スポーツ社会」の実現に向けて各種の事業を推進しています。
平成18年度アンケート調査では、推進すべき事業として「スポーツ・レクリエーションの充実」への要望もみられることから、今後は、障害のある人に参加しやすいスポーツ・レクリエーションの機会の提供に努めるとともに、障害のある人の指導に専門性を持った指導員の養成や確保、多様なニーズにあった活動の推進を図っていく必要があります。
【施策の体系】
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【施策の基本方針】
１．スポーツ団体・指導者の育成
既存のスポーツ団体の充実を図るとともに、研修会や講習会等を開催し、障害のある人のニーズに応じ適切な指導を行う障害者スポーツ指導員※の育成・確保を進めていきます。
２．参加しやすい機会の提供

障害のある人ない人が一緒に活動できるスポーツの種目の普及や、障害のある人が参加しやすいスポーツ・レクリエーションの機会の提供に努めます。

※「スポーツ・レクリエーション教室開催等事業」について桜川市障害福祉計画に定める。

	※障害者スポーツ指導員：障害のある人が体を鍛えたり、スポーツを楽しんだりするのをサポートするため、障害に応じた適切な指導をする専門家。主催団体は（財）日本障害者スポーツ協会。


第５章　福祉の充実・権利擁護の推進
第1節　生活の安定と向上
【現状と課題】

障害のある人の地域での自立生活を支援し、生活の質を高めるためには、障害のある人及びその家族の所得保障が大きな条件となります。そのためには、障害基礎年金や特別障害者手当等各種手当の充実が必要です。
各種手当に関して、本市では、平成19年度より難病患者福祉手当を創設し、原因不明で治療方法が確立していない難病患者とその家族の福祉の増進を図っています。

平成18年度アンケート調査では、「電車・バスの運賃割引」、「特別障害者手当など各種手当」など、経済的支援にかかるサービスの利用意向が２割を超えて比較的高い割合を占めていました。
障害のある人の安定した生活を支えるため、各種年金、手当等の制度を充実していくとともに、各種相談事業、パンフレットの配布等を通じ、各種年金・手当等の周知に努め、制度の活用を促進していく必要があります。

【施策の体系】
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【施策の基本方針】
１．年金、手当制度の周知
障害のある人の安定した生活の基盤をつくり、自立を促進するため、各種の年金や手当制度について、関係機関との連携を図りながら周知に努めます。
（１）特別児童扶養手当支給事業

身体や精神に障害のある児童を家庭で介護している方に、特別児童扶養手当を支給します。

（２）在宅障害児福祉手当支給事業

20歳未満の心身に障害のある児童を養育している保護者に、在宅障害児福祉手当を支給します。

（３）難病患者福祉手当支給事業

原因が不明で治療方法が確立していない難病の疾病患者とその保護者の福祉の増進を図るため、難病患者福祉手当を支給します。
２．経済的負担の軽減
障害のある人やその家族などに対して、税金の減免や公共料金を割引等の周知に努めます。

３．各種助成制度の充実
生活福祉資金の貸付や住宅改修に対する支援を行い、障害のある人の生活の安定と向上に努めます。
※「住宅改修費」について桜川市障害福祉計画に定める。

第2節　障害福祉サービスの充実

【現状と課題】

市では、平成18年度に障害者自立支援法に基づく桜川市障害福祉計画を策定し、その中で、居宅介護（ホームヘルプサービス）を中心とした「訪問系サービス」、自立訓練や就労移行支援などを行う「日中活動系サービス」、共同生活援助（グループホーム）や施設入所支援などを行う「居住系サービス」、補装具費や自立支援医療に関する「その他の障害福祉サービス」、相談支援や日常生活用具給付などを行う「地域生活支援事業」のそれぞれについて数値目標を定め、事業を推進しているところです。
桜川市障害福祉計画は3年ごとの見直しとなっており、市内外の施設や事業所、関係機関との連携を強化しながら、利用者のニーズ把握と必要なサービス見込み量の確保について調整を行い、個々の利用者に応じた適切なサービスの提供に努めてまいります。

【施策の体系】
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【施策の基本方針】

１．訪問系サービス

居宅介護（ホームヘルプサービス）、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所（ショートステイ）を充実していきます。

２．日中活動系サービス

生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、療養介護、児童デイサービスを充実していきます。
３．居住系サービス

共同生活援助（グループホーム）、共同生活介護（ケアホーム）、施設入所支援を充実していきます。
４．その他の障害福祉サービス

相談支援（サービス利用計画作成）、補装具の支給、自立支援医療、療養介護医療を充実していきます。
５．地域生活支援事業

相談支援事業（障害者相談支援事業、地域自立支援協議会、市町村相談支援機能強化事業、住宅入居等支援事業、成年後見制度利用支援事業）、コミュニケーション支援事業、日常生活用具給付事業、移動支援事業、地域活動支援センター事業を充実していきます。
※上記の各事業の詳細・数値目標等については桜川市障害福祉計画に定める。

第3節　福祉施設の整備

【現状と課題】

現在市内には、知的障害者更生施設3箇所、知的障害者授産施設1箇所、身体障害者療護施設1箇所、知的障害児施設1箇所などがあり、桜川市障害福祉計画に基づく「居住系サービス」や「日中活動系サービス」を実施しています。
自立支援法の成立以降、全国的に、施設に入所している障害のある人が自宅に戻る傾向が増えてきていますが、自宅での介助が難しい状況も出てきており、それらの人の居場所の確保が課題となっています。

また、平成18年度アンケート調査において、「入所施設の整備」や、「通所施設・作業所等の充実」などへの要望もみられましたが、介助者の高齢化が進み、将来自宅で介助できなくなった場合に、施設入所への期待と不安も大きいことから、県の動向等を踏まえながら、今後の福祉施設整備についても検討していく必要があります。
【施策の基本方針】

福祉施設については、県の動向を踏まえるとともに、民間の協力による整備や民間施設の活用を図ります。

第4節　権利擁護の推進

【現状と課題】
権利擁護は、障害のある人や認知症の高齢者などの人格権や財産権をどのように擁護するかということです。その背景には、これらの人々の消費者被害、財産権の侵害、身体的・人格的虐待の問題などがあります。

本市の平成18年度アンケート調査でも、今後重点的に進める施策として１割以上が「人としての権利の保護」を挙げてあげており、今後も障害のある人の権利擁護※を推進していく必要があります。
【施策の基本方針】

判断能力が不十分な障害のある人に対し、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理を行う日常生活自立支援事業※（地域福祉権利擁護事業の名称変更）の充実に努めます。また、成年後見制度の周知を図るとともに、活用について助言を行います。

※「成年後見制度利用支援事業」について桜川市障害福祉計画に定める。

	※権利擁護：社会全体の中でハンディキャップのある人たちの、特に財産権、人格権をどのように擁護するかということ。
※日常生活自立支援事業：認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち判断能力が不十分な方が地域において自立した生活が送れるよう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用援助等を行う事業。


第６章　人にやさしい生活環境の整備

第1節　バリアフリーの推進
【現状と課題】

障害のある人が、積極的に社会参加していく上で、建物や道路の段差などは、外出や活動の大きな妨げとなります。これらの障壁を取り除き、環境のバリアフリー※化を進めていくことは、障害のある人だけでなく高齢者や一般市民にとっても安全な環境整備として重要です。

市では、公共施設や主要道路の段差の解消等を進めてきていますが、平成18年度アンケート調査で、居住地域について、障害のある人にとって「住みにくい」と感じる割合が3割以上となっており、その主な理由としては、「交通機関が利用しにくい」、「買い物などが不便」、「道路に段差や障害物がある」、「利用しやすい公共施設がない」となっていました。

住宅対策についても、障害のある人に配慮した公営住宅の整備状況について、地区ごとに差がある状況であり、同じく平成18年度アンケート調査では、住宅対策として望むことは、「住宅改造費の助成制度」、「障害に配慮した公営住宅の建設」、「グループホームなどの整備」などの要望が見られました。
また、視覚障害、聴覚障害のある人にとって、他人とのコミュニケーションや、必要な情報を入手することは容易でないことから、情報のバリアを取り除く支援が必要となります。

市では、「ハートビル法」（平成6年6月施行、平成18年12月「新バリアフリー法」として整理）や、「茨城県ひとにやさしいまちづくり条例」（平成８年施行）の理念に基づき、建築物や施設整備などのハード面ばかりでなく、サービスや情報などのソフト面も視野に入れたバリアフリー・ユニバーサルデザイン※の考え方を基本として、まちづくりを推進していく必要があります。

情報面のバリアフリー化も含め、誰もが住みやすい、人にやさしい生活環境づくりを進めていく必要があります。

	※バリアフリー：高齢者や障害のある人にとって障壁となる部分を取り除くこと。段差をなくしたり、スロープをつけたりする。
※ユニバーサルデザイン：年齢、性別、身体の状況などにかかわらず、誰もが利用しやすいように、まちや建物、製品、環境づくりを行っていこうとする考え方。


【施策の体系】
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【施策の基本方針】
１．人にやさしい市街地の整備

不特定多数の利用者が見込まれる公共施設や主要道路において、段差等の解消に努めます。また、駅周辺の整備については、誰もが利用しやすい環境づくりを推進します。
２．市営住宅の整備

市営住宅に対する市民のニーズを踏まえつつ、必要に応じて老朽化した市営住宅の建替えを計画的に進めます。

※「住宅改修費」について桜川市障害福祉計画に定める。

３．情報バリアフリーの推進

重度の視覚障害のある人や上肢不自由のある人を対象に県で実施している「障害者情報バリアフリー化支援事業」についての情報提供を行います。

※「聴覚障害者等へのコミュニケーション支援事業」、「手話奉仕員養成研修事業」について桜川市障害福祉計画に定める。

第2節　防災・防犯対策の充実
【現状と課題】

近年では、地域の結びつきが希薄化し、地域の防災・防犯体制の弱体化が懸念されており、地域住民の自主的な防災・防犯組織の充実が求められています。また、災害時には、高齢者や障害のある人、妊産婦、乳幼児などの犠牲が多くなることから、これらの災害時要援護者の安全確保を図っていくことが重要です。

市では、災害発生時に障害のある人の安全を確保するため、近隣住民を含めた支援体制の確保に努めるほか、歩道段差の解消や視覚障害者誘導用ブロックの設置などを促進し、障害のある人等が安全かつ円滑に移動できるよう道路のバリアフリー化に努めています。

平成18年度アンケート調査では、災害発生時に一人で避難が「できない」という人が４割近くで、特に知的障害のある人にその割合が高くなっています。また、避難するときに困ることは、「避難場所がわからない」、「避難場所での生活が不安」、「家の中を脱出できそうにない」などが主な課題としてあげられています。

災害等が発生した場合、消防・行政などの救助活動・支援が間に合わないことが考えられるため、災害時の被害拡大を防止し、軽減するためには、身近な地域住民による初期の防災活動や、各地域において支援が必要な障害のある人の把握と支援のあり方を構築していく必要があります。
【施策の体系】
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３．社会福祉施設等の安全確保

防災・防犯対策の充実

１．災害時対策の強化

４．防犯対策の推進


【施策の基本方針】
１．災害時対策の強化
桜川市地域防災計画及び桜川市国民保護計画に基づき、防災施設の整備を進めていきます。
また、自治会等を中心とした自主防災組織の育成強化や、自主防災組織や福祉関係者との連携強化による災害時要援護者の実態把握に努めるとともに、避難誘導・救出・救護及び安否情報等の把握・伝達体制の整備等を進めていきます。
２．防災知識の普及・啓発

災害時要援護者及びその関係者に対して、災害時における的確な対応能力を高めるため、地域の防災訓練等への参加呼びかけなど、防災知識の普及・啓発活動を充実していきます。

３．社会福祉施設等の安全確保

社会福祉施設等の利用者の大半は、ねたきり高齢者や障害のある人、傷病者等の災害時要援護者であることから、施設の管理者に対して、施設の災害に対する安全性を高めるための対策を講じるよう促していきます。

４．防犯対策の推進
警察署や学校、地域の関係団体と連携し、地域における防犯・監視体制の強化を図るとともに、防犯意識の啓発を進めていきます。
【数値目標】

	
	現状値
	目標値（平成24年度）

	自主防災組織の組織化数
	33地区
	48地区


※現状値、目標値は桜川市第１次総合計画による。
第3節　移動支援の充実
【現状と課題】

障害のある人の社会参加を可能にするためには、外出しやすい環境を整備する必要があり、その一つとして移動手段の確保が重要になります。

市では、障害のある人の外出を容易にするため、心身障害者福祉タクシー利用料金の助成を行っています。
平成18年度アンケート調査で、障害のある人の外出時の交通手段は、「自家用車（家族運転）」が４割近く、次いで「自家用車（本人運転）」が２割以上と自動車による場合が多く、次いで「徒歩」、「自転車」となっていました。また、外出時の困難としては、「目的地までの交通が不便」、「休憩できる場所が少ない」、「障害者用駐車場が不備」などがあげられていました。
市では、鉄道・バスともに利用が伸び悩んでおり、公共交通の活性化が課題となっていますが、障害のある人や高齢者など交通弱者の移動手段の確保を図っていく必要があります。

【施策の体系】

[image: image23.emf]３．デマンド交通の導入検討

１．公共交通サービスの確保

２．福祉タクシー利用の助成

移動支援の充実


【施策の基本方針】
１．公共交通サービスの確保
障害のある人や高齢者をはじめ、市民の重要な足となる鉄道・バスの利用を促進し、公共交通の維持・活性化に努めます。
２．福祉タクシー利用の助成
重度の身体障害または知的障害のある人が、医療機関への通院や福祉事業などへの参加のためにタクシーを利用する場合に、利用料金の一部を助成します。

※「自動車運転免許取得・改造助成事業」について桜川市障害福祉計画に定める。
３．デマンド交通※の導入検討

障害のある人や高齢者をはじめ、市民の日常的な交通手段を確保するためにデマンド交通の導入について検討します。

	※デマンド交通：バスのような低料金で、タクシーのような「戸口から戸口まで送迎」の便利さを併せ持つ新しい公共交通システム。


第７章　計画の推進

第1節　庁内推進体制の整備

本計画の実施にあたっては、総合的に推進するため、全庁的に取り組みます。また、中間年などの節目の時期に、社会経済情勢の変化や関連制度・法令の改正、施策の動向などを踏まえて計画の見直しを行います。
第2節　協働・連携による計画の推進

障害者団体、市社会福祉協議会、医師会、商工団体、ボランティア団体などとの協働・連携による計画の推進を図ります。

第3節　国・県・近隣市町村との連携

広域的観点から対応する福祉施設の整備や防災対策などについては、県のほか、近隣市町村とも連携・協力できる体制づくりを進めます。

第4節　計画の点検・進行管理

関係各課や関係機関との意見交換、住民からの意見・要望の把握等をもとに、計画の進捗状況について点検・進行管理を行い、本計画の着実な推進に努めます。

資料編
１．桜川市障害福祉計画策定委員会設置要綱


[image: image24]
（趣旨・設置）
第１条　この要綱は、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第９条第３項に規定する障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「障害者基本計画」という。）及び障害福祉に関する計画を策定するため、桜川市障害福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置し、その組織及び運営等について必要な事項を定めるものとする。

（所掌事務）

第２条　委員会の所掌事務は、次に掲げるとおりとする。

（１）　障害者基本計画の策定に関する事項

（２）　その他障害福祉に関する計画の策定に関する事項

（組織）

第３条　委員会は、委員15人以内をもって組織する。

２　委員は、学識経験のある者、関係行政機関の職員、関係団体等の推薦者及び市民のうちから市長が委嘱する。

（委員長及び副委員長）
第４条　委員会に委員長及び副委員長各１人を置く。

２　委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。

３　委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

４　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。

（任期）

第５条　委員の任期は、委嘱の日から計画策定業務の審査が終了するまでとする。委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の在任期間とする。
２　第３条第２項の規定による身分又は資格に基づいて委員に委嘱された者が、その身分又は資格を失ったときは、委員を辞したものとみなす。

（会議）

第６条　委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。

２　委員会の会議は、委員の過半数が出席できなければ開くことができない。

３　委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

４　委員会の会議は、原則として公開とする。

（意見の聴取等）

第７条　委員会は、その所掌事務について必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見若しくは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。

（幹事）

第８条　委員会に幹事を若干人置く。
２　幹事は、市職員の中から市長が任命する。

３　幹事は、委員会の所掌事務について委員を補佐する。

（庶務）

第９条　委員会の庶務は、この委員会の所掌事務を所管する課等において処理する。

（その他の事項）

第10条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営等について必要な事項は、委員長が委員会に諮って決める。

附　則

この告示は、公布の日から施行する。
２．障害福祉計画策定委員会委員名簿
平成19年9月3日委嘱
	所　属
	氏　名

	１
	障害者団体の代表者


	藤田　　正道

	
	
	藤田　　みどり

	２
	医療関係者


	田崎　　次男

	
	
	仁平　　哲夫

	３
	教育関係者


	持田　　信乎（～12月17日）

館野　　義久（12月18日～）

	４
	福祉関係者


	杉田　　直樹

	
	
	奈良部　正人

	
	
	○　大和田　四郎（～12月17日）

久下　　英一（12月18日～）

	
	
	成田　　恒夫

	５
	学識経験者
	◎　川那子　秀雄

	６
	関係行政機関の職員
	中澤　　進

	
	
	麻尾　　優

	
	
	廣瀬　　けい子

	
	
	小田部　喜英

	
	
	関　　　憲市


◎委員長　○副委員長

※桜川市障害福祉計画策定委員会設置要綱（平成19年桜川市告示第26号）第３条の規定に基づく。
３．策定経過

	日　時
	調査・会議等

	平成18年8月～9月
	計画策定に係るアンケート調査の実施

	平成19年9月3日
	第１回策定委員会

	平成19年11月26日
	第２回策定委員会

	平成19年12月18日
	第３回策定委員会

	平成20年１月～２月
	パグリックコメントの実施

	平成20年２月
	住民説明会

	平成20年２月
	第４回策定委員会


４．障害者基本法（抄）
第１章　総則
（目的）
第１条　この法律は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本的理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進し、もつて障害者の福祉を促進することを目的とする。

（定義）
第２条　この法律において「障害者」とは、身体障害、知的障害又は精神障害（以下「障害」と総称する。）があるため、継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者をいう。

（基本的理念）
第３条　すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜられ，その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有する。

２　すべて障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会を与えられる。

３　何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。
（施策の基本方針） 

第８条 　障害者の福祉に関する施策は、障害者の年齢及び障害の状態に応じて、かつ、有機的連携の下に総合的に、策定され、及び実施されなければならない。 
２ 　障害者の福祉に関する施策を講ずるに当たって、障害者の自主性が十分に尊重され、かつ、障害者が、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう配慮されなければならない。

（障害者基本計画等）

第９条

３　市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、地方自治法（昭和22年法律第67号）第２条第４項の基本構想に即し、かつ、当該市町村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。

５．平成18年度アンケート調査結果の概要

	【調査の目的】

市内在住の身体障害者、知的障害者、精神障害者、一般住民を対象に、障害者福祉サービスについてのニーズや意識、よりよいまちづくりに向けた意見を把握し、「障害福祉計画」及び「障害者計画」策定の基礎資料とすることを目的として、2006年（平成18年）9月にアンケート調査を実施しました。調査及び調査結果の概要については以下の通りです。

【調査の概要】

調査対象

対象者数

回収数

回収率(％)

身体・知的障害者

1,730

975

56.4％

精神障害者

203

92

45.3％

一般住民

200

80

40.0％

合　計

2,133

1,147

53.8％

【集計結果の見方】

（1）集計結果については、基本的に3障害の合計について示しています。

（2）小数点第2位を四捨五入し、構成比率（％）で小数点第1位までを表示しているため、合計が100％にならない場合があります。

（3）「Ｎ」はその設問に回答した回答者の総数を示しています。設問によって回答者数が異なる場合があります。

（4）「ＳＡ」は単数回答で、各設問について１つの選択肢のみの回答を示しています。

（5）「ＭＡ」は複数回答で、各設問に対して複数の選択肢を回答しています。

（6）クロス集計に関しては、「不明」の場合を省いた部分を表示しています。




【調査結果の概要】

	Ⅰ　障害のある人（３障害）対象


（１）性別

性別は、男性が半数以上ですが、精神障害のある人では女性の割合が高くなっています。（３障害）
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（２）年齢

年齢は、50歳以上が約７割、65歳以上で５割近くと高年齢化が進んでいます。また、49歳以下では、知的障害や精神障害のある人が多く見られます。（３障害）

[image: image27.emf]�N �� �i S A ) �@ N = 1 ,0 6 7

9 .9

8 .1

1 0 .3

2 0 .6

2 1 .4

2 7 .7

2 .0

0 1 0 2 0 3 0

2 9 �� �� ��

3 0 �` 3 9 ��

4 0 �` 4 9 ��

5 0 �` 6 4 ��

6 5 �` 7 4 ��

7 5 �� �� ��

�s ��

�i �� �j

[image: image28.emf]年齢



28

27

47

161

206

292

75

44

42

30

10

18

24

27

6

3

11

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～64歳

65～74歳

75歳以上

身体 知的 精神


（３）同居者

同居者は、「配偶者（妻・夫）」や「子ども」の割合が高くなっています。（３障害）
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（４）障害の生じた時期・原因

障害の生じた時期と原因についてみると、50歳以降では「脳血管疾患」や「糖尿病」による障害発生の割合が高くなっています。（身体・知的）
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1 - 1 - 24 45 28 22 125

0.8 - 0.8 - 19.2 36.0 22.4 17.6 100.0

47 10 2 2 10 8 2 1 91

51.6 11.0 2.2 2.2 11.0 8.8 2.2 1.1 100.0

63 19 2 3 - - - - 87

72.4 21.8 2.3 3.4 - - - - 100.0

- - - 11 25 23 13 1 75

- - - 14.7 33.3 30.7 17.3 1.3 100.0

- - - 1 6 18 10 7 44

- - - 2.3 13.6 40.9 22.7 15.9 100.0

- 3 5 10 8 15 3 - 44

- 6.8 11.4 22.7 18.2 34.1 6.8 - 100.0

2 11 8 10 20 50 42 27 174
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（５）必要とする介助

必要とする介助は、「外出（買い物、通院など）」が最も多く、次いで「洗濯・炊事など家事」、「緊急時の避難」が約３割を占めています。「お金の管理」や「会話・意思の伝達」では知的障害の人のニーズが高くなっています。（３障害）

[image: image30.emf]必要とする介助（MA)　N=1,067
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[image: image31.emf]必要とする介助
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（６）就学・就労の状況

就学・就労については、「通園・通学している（職業訓練・生活訓練を含む）」は少数で、「仕事に就いている（作業所を含む）」のは16.6％となっています。（３障害）

[image: image32.emf]就学・就労について（SA)　N=1,067
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（７）通園・通学で困っていること

通園・通学で困っていることは、「通うのが大変である」が最も多く、次いで「学童保育が利用できない」となっています。（身体・知的）
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（８）仕事先

仕事先は、「会社員」が３割以上、次いで「パート・アルバイト」、「商・自営業」、「福祉作業所など」となっています。また、知的障害のある人は「福祉作業所など」で、精神障害のある人は「パート・アルバイト」が多くみられます。（３障害）

[image: image60.emf]仕事先
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（９）仕事で困っていること

仕事で困っていることは、「収入が少ない」が最大で、次いで「通うのが大変である」、「周りの人たちの理解が得られない」となっています。（３障害）

[image: image34.emf]仕事で困っていること（MA)　N=177
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（10）今後の就学や就労について

今後の就学や就労については、「パートなど短時間の仕事をしたい」、「常勤で一般の仕事に就きたい」、「福祉作業所などに通いたい」など、あわせて１割以上の人が何らかの就労を望んでいます。（３障害）

[image: image35.emf]今後の就学・就労（SA)　N=455
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（11）就労に必要な条件・支援

今後就労するのに必要な条件・支援については、「周りの人たちの障害に対する理解」、「事業主の障害に対する理解」、「仕事の内容が障害の状況に適している」が主な内容となっています。（３障害）

[image: image36.emf]就労に必要な条件・支援（MA)　N=553
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（12）生活で困っていること・悩んでいること

生活で困っていることや悩んでいることは、「主な介助者がいなくなった後のこと」、「生活費が足りない」、「医療費が多くかかる」などが１割を超えている。（３障害）

[image: image37.emf]生活で困っていること・悩んでいること（MA)　N=1,067
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[image: image38.emf]生活で困っていること・悩んでいること（上位７項目）
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（13）相談場所・相手

主な相談場所・相手は、「病院・診療所（医院）」が最も多く、次いで「友人・知人」、「福祉施設や作業所」、「福祉事務所」、「福祉センター」の順となっています。（３障害）

[image: image39.emf]相談場所・相手（MA)　N=1,067　（上位10項目）
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（14）福祉の情報源

福祉に関する情報は、「病院・診療所（医院）」が最も多く、次いで「テレビ・ラジオ・新聞」、「家族や親せき」の順となっています。（３障害）

[image: image40.emf]福祉の情報源（MA)　N=1,067　（上位10項目）
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（15）将来の暮らし方

将来の暮らし方については、「今のままでよい」が半数近く、次いで「夫婦で暮らしたい」、「子どもと暮らしたい」となっています。知的障害のある人に「施設で暮らしたい」、「親と暮らしたい」、「グループホームで暮らしたい」という希望が多くみられます。（３障害）

[image: image41.emf]将来の暮らし方（MA)　N=1,067
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[image: image42.emf]将来の暮らし方
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（16）災害発生時の避難

災害発生時の避難について、一人で避難することが「できない」という人が約４割で、知的障害のある人にその割合が高くなっています。（３障害）

[image: image43.emf]一人で避難できるか（SA)　N=1,067
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[image: image44.emf]一人で避難できるか
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（17）避難で困ること

避難で困ることは、「避難場所がわからない」、「避難場所での生活が不安」がともに２割以上、次いで「家の中を脱出できそうにない」となっています。（３障害）

[image: image45.emf]避難の際に困ること（MA)　N=1,067



23.1

22.2

12.5

8.9

8.2

6.8

6.6

4.6

2.5

26.2

17.8

0 10 20 30

避難場所がわからない

避難場所での生活が不安

家の中を脱出できそうにない

緊急時の介助者がいない

災害時の情報入手が困難

介助者も高齢で体が弱っている

連絡の手段がない

避難場所が遠い

その他

特に問題はないと思う

不明

（％）


（18）各種サービスの利用経験と利用意向

これまでに利用したサービスについては、「医療費の助成」、「電車・バスの運賃割引」、「入所施設」、「特別障害者手当など各種手当」などが上位となっています。また、今後利用したいサービスは、これらのサービスに加えて、「福祉タクシー」が２割を超え、その他についても利用意向が上回るサービスが多数見られます。（３障害）

[image: image46.emf]各種サービスの利用経験と利用意向
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（19）介助者について

介助者の年齢は、50歳以上が約７割、60歳以上が約半数と、介助者の高年齢化が進んでいます。また、介助できなくなった場合は、「施設・病院を利用する」という回答が半数以上を占めています。（３障害）

[image: image47.emf]介助者の年齢（SA)　N=630
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[image: image48.emf]介助ができなくなった場合（SA)　N=645
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（20）重点的に進めるべき施策

今後重点的に進めるべき施策としては、「医療負担の軽減」、「障害のある人に対する住民の理解促進」の両者が３割に近く、次いで「経済的援助の充実」、「障害のある人を診てくれる医療機関」、「障害のある人を受け入れる職場の確保」、「障害のある人に配慮した道路・建物・駅などの整備」、「専門的な医療機関の確保」、「災害時における障害のある人への配慮」などが主な課題となっています。（３障害）

[image: image49.emf]重点的に進めるべき施策（MA)　N=1,067
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（21）　自由意見

	【情報・相談】

	福祉に関する情報がわかりにくい。

	障害者が利用できる制度やサービスがわからない。

	各種の情報収集が困難である。

	桜川市のサービスや施設などが一目でわかるパンフレットがあればよい。

	手帳を交付する際に、障害にあったサービスの利用方法など教えてほしい。

	【医療・医療費】

	専門的な医療機関が身近にあれば心強い。

	桜川市内で充実した医療が受けられる病院にしていただきたい。

	在宅に訪問してくれる内科医や歯科医がいればよい。

	医療費負担の軽減。

	病院もあまりなく、通院するだけで大変である。

	【保育・教育・就労】

	障害児と健常児が一緒に通える学童保育があればよい。

	普通学校への受け入れをお願いしたい。

	ジョブコーチの育成が必要である。

	働きたくても働くことができない。

	付き添いがいなくてもよい作業所があればよい。

	障害者には限られた仕事しかない。

	【移動・交通・安全・設備】

	駅までの交通手段がなく、不便である。

	障害者専用駐車場に健常者が車を駐車しないように願っている。

	道幅が狭かったり、穴があったりするので整備していただきたい。

	障害者専用駐車場をもっとつくってほしい。

	災害時や緊急時の連絡体制はどのようになっているのか。

	災害時の安否確認等が不明確である。

	【行政】

	障害者にきめ細かい、心の行き届いた手助けを行政にお願いします。

	障害者に生きる望みができ、笑顔ある生活が送れる桜川市にしてほしい。

	福祉の充実に目を向け、障害者が安心して暮らせるようにしてほしい。

	子どもの制度も充実させてほしい。

	障害者に関する数多くのボランティアを確保してほしい。

	障害者専用で休日の日でも利用できる施設や体育館があればよい。

	知的障害者に対し、地域の人たちの助けが得られることを望みます。

	【各種サービス】

	福祉サービスの１割負担は、とてもつらい。

	デイサービスを受けたいが、経済的に困難である。

	デイケアの利用料金が上がり、大変である。

	通院時の付き添いがいればよい。

	ショートステイを利用しやすくしてほしい。

	手話通訳者の設置を要望します。

	【施設】

	施設を増やして、介助者の負担を軽減するのがよい。

	施設料金が年金よりも高く、とても負担に感じる。

	施設入所者の負担額が多い。

	施設で安心して生活できるようご配慮いただきたい。

	桜川市に入所施設をつくっていただきたい。

	動けなくなったときは、施設に入所できるよう希望したい。

	養護学校卒業後に通える施設の充実を望みます。

	【精神障害】

	薬の副作用がきつい。

	医療機関の充実を願っている。

	仕事先で雇用主や従業員からいじめられている。

	精神障害自体が世間の方に理解されていないと思う。

	自己負担額が軽減されるような制度や施策ができるとよい。

	今回の障害者自立支援法により、負担額が増え、とても気が重く、心細い。

	いつでも利用できるフリースペースの場をつくってほしい。

	【その他】

	障害者の将来について、考えていただきたい。

	将来、子どもがひとりになったときに生活していけるのか不安である。

	障害者を介助している家族に対し、何らかの形で配慮していただきたい。

	障害者の心のケアが大切である。

	障害者自立支援法は障害者にとって不利であり、矛盾しているところが多い。

	障害者自立支援法により、利用者の負担が多くなりました。

	国や市からの援助がなければ、障害者は生活していくことができない。

	障害者が税金を支払うことに納得がいかない。

	障害者が安心し、楽しめるところがほしい。


	Ⅱ　一般対象


（１）性別・年齢

回答者の性別は、「女性」の割合が多く、年齢は、「50～59歳」が２割以上で、その他は比較的均等に分散しています。

[image: image50.emf]性別（SA)　N=80
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（２）職業

職業は、「会社員」が最も多く、次いで「主婦」、「農・林業」となっています。
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（３）障害のある人への関心
障害のある人については、「非常に関心がある」及び「ある程度関心がある」をあわせて約８割の人が関心を持っていると回答しています。

[image: image52.emf]障害のある人への関心（SA)　N=80
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（４）障害のある人との関わり
障害のある人との関わりについては、「身内や近隣に障害のある人がいる」が４割近くで、次いで「まちで障害のある人を見かける」、「テレビや雑誌などで目にしたりする」などが多くなっています。

[image: image53.emf]障害のある人との関わり（MA)　N=80
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（５）福祉関係のボランティアについて
福祉関係のボランティア活動については、「ぜひ活動したい」、「機会があれば活動してみたい」をあわせて３割近くの人が活動への関心を示しています。活動内容としては、「障害のある人の交流イベントなどの手伝い」が４割以上、次いで「社会福祉施設などでのお手伝い」、「相談や安否確認」となっています。

[image: image54.emf]福祉関係のボランティア活動（SA)　N=80
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（６）自由意見

	障害者に対して行われているサービスがわからない。

	行政は今後も施設に対し、連携を図りながら取り組んでいただきたい。

	誰もがわかる福祉サービスであり、わかりやすいよう情報を開示していただければと思う。

	障害を持っている人に対しての接し方や対応の仕方がわからない。

	実際に障害を持った方とふれ合うことで、障害者に対する考え方が変わり、このような体験は絶対に必要だと思いました。

	障害者ばかりでなく、平等に生活できるようにしてほしい。

	障害者自立支援法が施行され、自己負担が多くなりますが、その中でも住みよい町になればと思っている。

	桜川市の障害者福祉に関する内容を把握していないため、わからない点が多くありますが、機会があれば勉強してみたいと思います。

	子どもの頃から健常者と障害者が一緒に学べることは、とてもよいことだと思う。

	今まで通り、適切な指導を望みます。


桜川市障害福祉計画

平成20年３月

発　　　行　桜川市

企画・編集　桜川市　社会福祉課

〒309-1292　茨城県桜川市岩瀬64番地2

TEL（0296）75-3111（代表）

FAX（0296）75-4690
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